
■平成２７年度予算に向けた再評価について（直轄事業等）

【公共事業関係費】

【河川事業】

北海道 鵡川直轄河川改修事業 197 1.1 継続

北海道 釧路川直轄河川改修事業 130 1.1 継続

北海道 網走川直轄河川改修事業 45 2.9 継続

北海道 常呂川直轄河川改修事業 112 1.3 継続

青森県 岩木川直轄河川改修事業 433 2.9 継続

山形県 最上川直轄河川改修事業 1,504 9.0 継続

山形県
最上川中流消流雪用水導入事業
（岩ケ袋地区）

16 1.1 継続

秋田県 雄物川直轄河川改修事業 1,055 3.9 継続 （注１）（注３）

茨城県 久慈川直轄河川改修事業 105 16 継続 （注１）

茨城県・栃木
県

那珂川直轄河川改修事業 228 6.5 継続 （注１）

・事業評価対象の直轄事業等（直轄事業および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業を除く。））を対
象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業
の実施環境等を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記
載している。

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考



茨城県・
群馬県・埼玉
県・千葉県・
東京都

利根川・江戸川直轄河川改修事業 7,984 18.7 継続

茨城県
利根川・江戸川直轄河川改修事業
（稲戸井調節池）

436 2.6 継続

千葉県
江戸川特定構造物改築事業
（行徳可動堰改築）

109 15.0 継続

茨城県・千葉
県

常陸利根川直轄河川改修事業 157 1.9 継続 （注１）

栃木県・群馬
県

渡良瀬川直轄河川改修事業 403 12.4 継続 （注１）

茨城県・栃木
県

鬼怒川直轄河川改修事業 328 4.8 継続 （注１）

茨城県・栃木
県

小貝川直轄河川改修事業 267 43.2 継続 （注１）

埼玉県・東京
都

荒川直轄河川改修事業 3,758 74.7 継続 （注１）

東京都・神奈
川県

多摩川直轄河川改修事業 1,798 20.6 継続 （注１）

神奈川県 相模川直轄河川改修事業 215 4 継続 （注１）

新潟県 荒川直轄河川改修事業 108 10.0 継続

新潟県 関川直轄河川改修事業 537 5.2 継続

新潟県 姫川直轄河川改修事業 75 7.5 継続

富山県 神通川直轄河川改修事業 312 66.5 継続

富山県 庄川直轄河川改修事業 386 28.3 継続



富山県 小矢部川直轄河川改修事業 112 29.2 継続

石川県 手取川直轄河川改修事業 96 50.5 継続

静岡県 安倍川直轄河川改修事業 230 26.9 継続 （注１）

静岡県 大井川直轄河川改修事業 121 17.7 継続 （注１）

静岡県 菊川直轄河川改修事業 217 14.5 継続 （注１）

愛知県 豊川直轄河川改修事業 339 8.6 継続

愛知県 庄内川直轄河川改修事業 1,554 33.7 継続

愛知県
庄内川特定構造物改築事業
（ＪＲ新幹線庄内川橋梁）

684 26.5 継続

岐阜県・愛知
県・三重県

木曽川直轄河川改修事業 669 45.9 継続 （注１）

岐阜県・愛知
県・三重県

長良川直轄河川改修事業 1,174 31.9 継続

岐阜県・三重
県

揖斐川直轄河川改修事業 1,241 48.6 継続 （注１）

三重県 鈴鹿川直轄河川改修事業 574 34.7 継続 （注１）

三重県 雲出川直轄河川改修事業 300 14.4 継続

三重県 宮川直轄河川改修事業 121 27.0 継続 （注１）

兵庫県 円山川直轄河川改修事業 304 4.9 継続 （注１）



兵庫県 加古川直轄河川改修事業 582 37.8 継続 （注１）

奈良県・和歌
山県

紀の川直轄河川改修事業 637 4.2 継続 （注１）

福井県 九頭竜川直轄河川改修事業 484 7.2 継続 （注１）

三重県・和歌
山県

熊野川直轄河川改修事業 355 3.8 継続

大阪府・奈良
県

大和川直轄河川改修事業 1,414 17.4 継続 （注１）

福井県 北川直轄河川改修事業 59 7.6 継続 （注１）

兵庫県 揖保川直轄河川改修事業 424 3.1 継続 （注１）

三重県・滋賀
県・京都府・
大阪府

淀川・桂川・瀬田川・木津川下流・
木津川上流直轄河川改修事業

2,972 7.5 継続 （注１）

大阪府
淀川特定構造物改築事業
（阪神電鉄阪神なんば線淀川橋梁）

500 2.6 継続 （注１）

滋賀県 野洲川直轄河川改修事業 48 8.6 継続 （注１）

三重県
木津川上流直轄河川改修事業
（上野遊水地）

717 2.5 継続 （注１）

兵庫県・大阪
府

猪名川直轄河川改修事業 145 13.9 継続 （注１）

鳥取県 千代川直轄河川改修事業 97 8.0 継続

島根県・広島
県

江の川直轄河川改修事業 634 2.6 継続

山口県 佐波川直轄河川改修事業 180 11.6 継続 （注３）



広島県 芦田川直轄河川改修事業 142 27.1 継続 （注１）

島根県 高津川直轄河川改修事業 98 1.1 継続 （注１）

広島県 太田川直轄河川改修事業 643 4.2 継続

愛媛県 重信川直轄河川改修事業 100 12.3 継続 （注１）

大分県 大分川直轄河川改修事業 217 8.1 継続

熊本県・大分
県

大野川直轄河川改修事業 102 5.6 継続

大分県 番匠川直轄河川改修事業 154 2.1 継続

鹿児島県 肝属川直轄河川改修事業 123 1.3 継続

鹿児島県 川内川直轄河川改修事業 807 4.5 継続

熊本県 球磨川直轄河川改修事業 ※ ※ 継続 （注２）

熊本県 緑川直轄河川改修事業 455 11.9 継続

熊本県 白川直轄河川改修事業 605 35.3 継続

熊本県 菊池川直轄河川改修事業 360 6.1 継続

福岡県 矢部川直轄河川改修事業 209 6.0 継続

佐賀県 筑後川直轄河川改修事業 1,774 7.0 継続



佐賀県 六角川直轄河川改修事業 342 5.9 継続

佐賀県 松浦川直轄河川改修事業 223 3.3 継続

長崎県 本明川直轄河川改修事業 300 5.4 継続

北海道 石狩川総合水系環境整備事業 494 3.2 継続

北海道 天塩川総合水系環境整備事業 22 2.7 継続

北海道 沙流川総合水系環境整備事業 3 49.8 継続

宮城県 名取川総合水系環境整備事業 25 8.3 継続

秋田県 雄物川総合水系環境整備事業 32 7.2 継続 （注１）（注３）

神奈川県 鶴見川総合水系環境整備事業 11 18.9 継続 （注１）

埼玉県
利根川総合水系環境整備事業
（中川・綾瀬川環境整備）

343 1.7 継続

栃木県
利根川総合水系環境整備事業
（渡良瀬川）

108 1.7 継続

岐阜県・愛知
県・三重県

木曽川総合水系環境整備事業 120 3.9 継続 （注１）

愛知県 庄内川総合水系環境整備事業 20 8.4 継続

静岡県 安倍川総合水系環境整備事業 15 2.1 継続

和歌山県 新宮川総合水系環境整備事業 37 1.4 継続 （注１）



和歌山県 紀の川総合水系環境整備事業 102 2.3 継続

大阪府・奈良
県

大和川総合水系環境整備事業 210 4.3 継続

滋賀県・京都
府・大阪府・
兵庫県

淀川総合水系環境整備事業 407 8.1 継続

福井県 九頭竜川総合水系環境整備事業 17 2.0 継続

鳥取県 日野川総合水系環境整備事業 2 4.1 継続

鳥取県 千代川総合水系環境整備事業 23 2.2 継続

広島県 芦田川総合水系環境整備事業 32 3.8 継続

広島県 太田川総合水系環境整備事業 10 14.1 継続

広島県・山口
県

小瀬川総合水系環境整備事業 14 1.5 継続

徳島県・高知
県

吉野川総合水系環境整備事業 101 3.9 継続

徳島県 那賀川総合水系環境整備事業 11 1.8 継続 （注１）

愛媛県 肱川総合水系環境整備事業 5 9.9 継続

高知県 仁淀川総合水系環境整備事業 13 3.7 継続

熊本県 緑川総合水系環境整備事業 15 4.8 継続

佐賀県 松浦川総合水系環境整備事業 16 2.6 継続



福岡県・熊本
県・大分県

筑後川総合水系環境整備事業 56 2.9 継続

【ダム事業】

（直轄事業等）

秋田県 成瀬ダム建設事業 1,530 1.3 継続 （注１）

大分県 大分川ダム建設事業 995 1.3 継続

備考

（注１）前回評価時において実施した費用便益分析の要因に変化が見られないことなどから、前回評価の費用便益分析の結果を用い
ている。

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針

（注１）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られないことなどから、前回評価の費用対効果分析の結果を
用いている。

（注２）現在、「ダムによらない治水を検討する場」において、川辺川ダムの建設を前提としない球磨川の治水計画について議論を継続
しているところであるが、とりまとめに至っていないことから、総事業費の確定や通常の費用対効果分析を行うことができない。（参考と
して、「検討する場」で積み上げた治水対策の案について費用便益分析を行った。（全体事業費=約620～820億円、B/C＝5.9～7.7））

（注３）河川法に基づき、学識経験者等から構成される委員会等での審議を経て河川整備計画の策定又は変更を行っていることから国
土交通省所管事業の再評価実施要領に基づき、再評価を行ったものとしている。



【砂防事業等】
（砂防事業（直轄））

北海道 十勝川直轄砂防事業 292 3.0 継続

北海道
石狩川上流直轄火山砂防事業
（石狩川上流域）

161 1.3 継続

北海道
石狩川上流直轄火山砂防事業
（十勝岳）

457 1.3 継続

北海道 豊平川直轄砂防事業 382 8.8 継続

岩手県・秋田
県

八幡平山系直轄砂防事業 480 1.8 継続

山形県 赤川水系直轄砂防事業 245 9.8 継続

山形県・福島
県

阿武隈川水系直轄砂防事業 366 2.8 継続

栃木県 利根川水系直轄砂防事業（鬼怒川） 1,020 2.4 継続

栃木県・群馬
県

利根川水系直轄砂防事業
（渡良瀬川）

472 2.2 継続

富山県 常願寺川水系直轄砂防事業 854 6.7 継続

山形県・新潟
県

飯豊山系直轄砂防事業 523 3.0 継続

静岡県 富士山直轄砂防事業 827 3.8 継続

静岡県 安倍川水系直轄砂防事業 248 3.7 継続

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考



愛知県 庄内川水系直轄砂防事業 273 16.2 継続

鳥取県
大山山系直轄火山砂防事業
（天神川）

179 4.0 継続

鳥取県
大山山系直轄火山砂防事業
（日野川）

244 2.1 継続

熊本県 球磨川水系（川辺川）直轄砂防事業 185 3.3 継続

宮崎県 大淀川水系直轄砂防事業 541 1.2 継続

（地すべり対策事業（直轄））

石川県
甚之助谷地区直轄地すべり対策事
業

133 5.1 継続

長野県 入谷地区直轄地すべり対策事業 126 1.0 継続

長野県 此田地区直轄地すべり対策事業 85 2.9 継続

大阪府 亀の瀬地区直轄地すべり対策事業 826 31.6 継続

徳島県 善徳地区直轄地すべり対策事業 398 2.2 継続

高知県
怒田・八畝地区直轄地すべり対策
事業

310 2.6 継続

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考



【海岸事業】

北海道
胆振海岸直轄海岸保全施設整備事
業

638 11.9 継続

新潟県
新潟海岸直轄海岸保全施設整備事
業

353 4.6 継続

静岡県
富士海岸直轄海岸保全施設整備事
業

1,112 3.6 継続 （注１）

静岡県
駿河海岸直轄海岸保全施設整備事
業

524 10.6 継続 （注１）

鳥取県
皆生海岸直轄海岸保全施設整備事
業

272 4.7 継続 （注１）

高知県
高知海岸直轄海岸保全施設整備事
業

995 2.6 継続

宮崎県
宮崎海岸直轄海岸保全施設整備事
業

230 10.1 継続

備考

（注１）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られないことなどから、前回評価の費用対効果分析の結果を
用いている。

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針


